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流し込み成形外殻プレキャスト柱工法の開発
－その３　外殻ＰＣａ柱の構造性能把握実験－

要　旨

　本報は、昨年度の外殻PCa部材の製作実験および要素実験に引き続き、外殻PCa柱の構造性能を把握

するために行った曲げせん断実験について述べるものである。実験は試設計に基づく3 0 階程度の上層

階および下層階の柱を対象としたシリーズ１と外殻PCa柱の超高層建物への適用を想定したシリーズ２

からなる。それぞれのシリーズに設定したコンクリート強度は、シリーズ１がFc30N/mm2およびFc45

であり、シリーズ２がFc45、Fc60およびFc80である。実験因子は、想定破壊形式（曲げ・せん断・付

着）および一体打ち柱との比較である。

　本実験により得られた主要な成果は以下の通りである。①曲げ破壊型の外殻PCa柱の復元力特性はエ

ネルギ吸収能力に富んだ履歴曲線となり、外殻PCa柱は十分な変形性能を有することがわかった。②せ

ん断破壊型および付着割裂破壊型において外殻PCa柱と一体打ちRC柱は、破壊性状および柱せん断力

－層間変形角関係に大きな違いはなかった。③外殻PCa柱の曲げ耐力はファイバーモデルによる断面解

析により、せん断耐力については靱性保証型設計指針式、終局強度型設計指針Ａ法式により、また、

柱主筋の付着割裂強度も同指針付着強度式によりほぼ安全側に評価できることがわかった。

*技術研究所

　１．はじめに

　流し込み成形で製作された外殻プレキャスト（以下

PCa）柱の研究を'98年度から建設会社4社の共同［(株)奥

村組，五洋建設(株)，大末建設(株)，(株)松村組で構成さ

れたサイトシェル研究会（指導顧問：筑波大学機能工学

系教授　今井弘博士）］で行ってきた。外殻P C a 工法

は、せん断補強筋（外周筋および中子筋）を打ち込んだ

薄肉の中空PC aコンクリート管を型枠兼用の構造部材と

して使用する工法である。'98年度は、製作実験1)および

外殻PC a部材の要素実験2 )を行い、各種の基礎データを

得ることができた。本報では、昨年度に引き続き、外殻

PC a柱の構造性能を目的として行った曲げせん断実験に

ついて述べる。

　２．実験概要

　２．１　試験体

　試験体形状を図－１に示し、試験体一覧を表－１に示

す。実験は材料強度の異なる２つのシリーズで構成され

ている。

　２．１．１　シリーズ１（No.1～No.8）

　シリーズ１の実験は、試設計に基づく30階程度の上層

階および下層階の柱を対象としている。試験体の縮尺は

1/3～1/3.4であり、試験体数は10体である。No.1～No.4

は、上層階を対象とした後打ちコンクリート強度がFc30

の試験体である。実験因子は想定破壊形式（曲げ・せん

断・付着）および一体打ちとの比較とした。No.5～No.8
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は下層階を対象とした試験体であり、実験因子は、対象

部位（中柱・隅柱）、想定破壊形式（曲げ・せん断）お

よび一体打ちとの比較である。主筋は規格降伏強度を

390N /mm 2を基本とし、せん断補強筋はFc3 0に対して

345N/mm2を、また、Fc45に対しては390N/mm2を基本と

した。

　２．１．２　シリーズ２（No.9～No.20）

　シリーズ２の実験では、外殻PC a柱の超高層建物への

適用を想定している。シリーズ１との相違点は、コンク

リート強度の範囲（後打部：Fc45, Fc60, Fc80）、基本と

する主筋の規格降伏強度（490N/mm2）およびせん断補

図－１　試験体断面形状
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強筋の規格降伏強度（785N/mm2）である。試験体の縮

尺は実大の約1 / 3であり、試験体数は12体である。実験

因子は想定破壊形式（曲げ・せん断・付着）および一体

打ちとの比較とし、各コンクリート強度ごとに、曲げ破

壊型と付着割裂破壊型の試験体を、またFc60とFc80に

は、せん断破壊型の試験体を設定した。一体打ちの試験

体は、付着割裂破壊型およびFc60のせん断破壊型に対し

表－２　材料試験結果

て計画した。なお、付着割裂破壊型の主筋には、いずれ

も規格降伏強度685N/mm2を使用した。

　２．２　試験体の製作方法

　外殻PC a柱の試験体の製作では、最初に柱主筋を配置

した状態で下スタブを打設した。コンクリート硬化後に

下スタブから15mm離した位置に予め流し込み成形で製

作した外殻PC a部材をセットし、最後に後打ち部と上ス

タブのコンクリートを同時に打設した。なお、粗骨材の

最大寸法は、外殻P C a部で1 0 m m、後打ち部で1 5 m m

とした。

　２．３　加力方法

　図－２に基本的な加力履歴およびNo.6の変動軸力の載

荷ルールを示す。載荷は正負交番繰り返しとし、逆対称

表－１　試験体一覧

図－２　加力履歴およびNo.6の変動軸力の載荷ルール



－125－

五洋建設技術年報　Vol. 30　2000
i

変形となるように水平力を加えた。

　図－３に変位測定位置を示す。変位の測定は、層間変

位・材軸方向変位・材端変位および材端部付け根部の滑

り変位について行った。このうち材端変位は材端部の軸

方向変位量および曲率の把握を目的とし、材端部付け根

部の滑り変位は外殻PC a部と後打ち部との水平打ち継ぎ

部のずれ量の把握を目的とした。

　また、ひずみ量の測定は、ワイヤーストレインゲージ

（W.S.G.）を用いて柱主筋およびせん断補強筋について

行った。柱主筋については降伏状況および付着応力度を

把握することを目的とし、せん断補強筋については主と

して材軸方向のひずみ分布状況の把握を目的とした。な

お、各測定点１箇所におけるW.S.G.の貼付枚数は、主筋

では２枚、帯筋で１枚とし、主筋の各測定点ひずみ度の

検討においては２枚の計測値を平均して行った。

　３．破壊状況および破壊形式

　シリーズ１およびシリーズ２の代表的な破壊状況の例

を写真－１に示す。また、柱せん断力( Ｑ) －層間変形角

(Ｒ)関係を図－４に示す。

　３．１　シリーズ１（No.1～No.8）

　曲げ破壊型に計画した試験体（No.1-1, No.1-2, No.5,

No.6）では、最大耐力に至るまでに柱主筋が降伏し、部

材端部に降伏ヒンジが生じ、全ての試験体が曲げ破壊し

た。後打ち部と外殻PC aの打継ぎ界面でのシアコッタの

支圧破壊やせん断破壊は認められなかった。

　一定軸力（η＝0 . 1 5と0 . 3）を載荷した曲げ破壊型の

No.1-1とNo.5のＱ－Ｒ曲線は紡錘形であり、復元力特性

図－３　変位測定位置
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図－４　柱せん断力－層間変形角関係
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は、エネルギ吸収能力に富んだものであった。また、最

大耐力以降に急激な耐力の低下はみられず、耐力が最大

耐力の80％に低下した時の部材角（限界部材角）はそれ

ぞれR＝44×10-3rad.とR＝52×10-3であり、変形能力に富

んでいた。変動軸力（η＝-0.7～0.6）を載荷した曲げ破

壊型のNo.6においても、最大耐力以降でも急激な耐力低

下は生じず、高圧縮軸力を受けるにもかかわらず、限界

部材角はR＝32×10-3であり、変形能力に富んでいた。

　せん断破壊型に計画した試験体（No.2, No.7, No.8）で

は、最大耐力に至るまでにせん断補強筋が降伏し、対角

線状にひび割れが進展拡幅した。その後、柱中央部が損

傷を受けて全ての試験体がせん断破壊した。外殻PC a柱

のNo.7と一体打ちRC柱のNo.8とでは、ひび割れの進展状

況ならびに最終破壊状況に大きな違いはみられなかっ

た。また、Ｑ－Ｒ曲線においても、P C a 柱とR C柱とで

は、最大耐力に至った後の耐力低下傾向も含め差異はほ

とんどみられなかった。

　付着割裂破壊型に計画した試験体（No.3-1 ,  No .3 -2 ,

No.4）では、PCa柱、RC柱にかかわらず、柱主筋に沿う

付着割裂ひび割れが若干みられた。その後、それらのひ

び割れが進展拡幅することはなく、最終破壊状況はせん

断破壊型に似た様相を呈した。しかしながら、柱主筋の

付着応力度は、No.3-2を除いて、最大耐力近傍で最大に

至っており、最大耐力は付着割裂破壊によって決定され

たと考えられる。また、PCa柱のNo.3-1とRC柱のNo.4と

では、Ｑ－Ｒ曲線に差異はみられなかった。

　なお、すべてのPC a柱において、材端部打ち継ぎ面の

滑りおよび開きはほとんど生じなかった。

　３．２　シリーズ２（No.9～No.20）

　曲げ破壊型に計画した試験体 （No.9, No.12, No.17）で

は、曲げひび割れがR＝5×10-3rad.で発生した。その後、

曲げひび割れはあまり進展せず、せん断ひび割れが中子

筋に囲まれる主筋沿いの材長に渡って多数生じ、コンク

リートの圧壊および主筋の圧縮降伏に伴い剛性が低下し

た。Fc45のNo.9およびFc60のNo.12はR＝15×10-3に、ま

た、Fc80のNo.17はR＝10×10-3のときに最大耐力に至っ

た。外殻部の剥落は、コンクリート強度が高い試験体ほ

ど早く始まり、R＝30×10-3の載荷でほとんどが剥落した

が、耐力低下は小さかった。その後、No.17は負加力時R

＝-40×10 -3の1回目において主筋が座屈して軸力を保持

できなくなり、No.9とNo.12はそれぞれR＝+100×10-3と

+91×10-3の加力で実験を終了した。また、コンクリート

強度が高い試験体ほど、最大耐力以降の耐力低下が大きく

なる傾向にあったが、いずれの試験体も最大耐力以降、急

激な耐力低下を示さず、良好な変形性能を示した。

　せん断破壊型に計画した試験体 (No.13, No.14,  No.18)

は、せん断ひび割れの進展に伴い剛性が低下し、Fc60で

PCa柱のNo.13はR＝5×10 -3のときに、Fc60でRC柱の

No.14およびFc80でPCa柱のNo.18はR＝10×10-3のときに

最大耐力に至った。その後、PCa柱のNo.13とNo.18は、

負加力時R＝-30×10-3の2回目の載荷で主筋が座屈して軸

力を保持できなくなった。また、RC柱のNo.14はR＝+50

×10-3にて実験を終了した。なお、PCa柱のひび割れ発生

時の変形角は、同じコンクリート強度のR C 柱に比べ小

さかった。

　付着割裂破壊型に計画した試験体 (No.10, No.11, No.15,

No.16, No.19, No.20) は、いずれもほぼR＝10×10-3のとき

に最大耐力に達し、PC a柱では細かいせん断ひび割れが

多数発生した。PCa柱ではR＝20×10-3のときに付着ひび

割れと外殻部の剥落がみられた。しかし、R C 柱ではせ

ん断ひび割れが大きく開いた。各コンクリート強度

（Fc45, Fc60, Fc80）におけるPCa柱とRC柱についてみる

と、PC a柱の方が若干高いひび割れ強度と最大耐力を示

したものの、破壊経過はほぼ同様であり、Ｑ－Ｒ曲線に

も大差はみられなかった。なお、これらの試験体は付着

割裂破壊とせん断破壊が複合して生じたと思われるが、

シリーズ１と同様な理由から最大耐力は付着割裂破壊に

より決定したと考えられる。

　また、シリーズ１と同様にすべてのPC a柱において、

下スタブと外殻PC aの相対変形はほとんどなく、打ち継

ぎ面の滑りは生じなかった。

　４．付着割裂強度

　４．１　シリーズ１（No.3-1, No.3-2, No.4）

　付着割裂破壊したPCa柱のNo.3-1と、付着割裂破壊型

に計画したが破壊形式をせん断破壊と判定したPC a柱の

No.3-2における柱主筋の付着応力度の時刻歴を図－５に

示す。

　No.3-1の各柱主筋の付着応力度は、図－５に示すよう

に部材の最大耐力時もしくは次のサイクルで最大値を示

した。また、柱主筋およびせん断補強筋は実験終了時ま

で降伏に至っておらず、さらに後述の表－３に示すよう

に、最大耐力の実験値は、曲げ耐力ならびにせん断耐力

の計算値よりも16～34％低いことから、No.3-1の最大耐

力は付着割裂破壊により決定したと考えられる。これ

は、No.4についても同様であった。PCa柱のNo.3-1とRC

柱のNo.4を比較すると、No.3-1の平均最大付着強度は、

表－３に示すようにNo.4に対して約1.2倍上回っていた。

また、平均最大付着強度の実験値は、靱性保証型耐震設

計指針式3)および終局強度型耐震設計指針式4)で得られた

付着強度の計算値に対して、いずれもNo .3 - 1では約1.2

倍、No.4では約1.0倍であり、これらの指針式は付着割裂
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強度を概ね安全側に評価した。

　一方、No.4やNo.3-1においては、せん断補強筋に接し

ていない中間主筋の付着劣化が最大耐力以前に生じてい

ることが確認されている。このことから、付着割裂線

は、図－６に示すように先ず中間主筋近傍から発生し隅

主筋へ、並行して中子筋に接している中央主筋へと進展

し最大耐力に至ると仮定できる。したがって、流し込み

成形外殻PCa柱の場合も付着割裂耐力を求める割裂線は、

柱主筋間を結ぶ一直線上に設定してよいと考えられる。

　４．２　シリーズ２（No.9～No.20）

　図－７にNo.9～No.20の各主筋における付着応力の最

大値 eτbuと最大耐力時における付着応力 eτbQmaxの関係を

示す。ここで、付着応力は主筋付着伝達区間における付

着応力を平均して求めたものであり、付着伝達区間は、

曲げ破壊試験体については柱端部曲げ圧縮側を除く長さ

（Ｌ－ｄ）、せん断破壊型と付着割裂破壊型については

トラス機構のトラス角度が一定となる柱中央部とした。

　各試験体の主筋の付着応力は、最大耐力時に主筋の位

置によらずほぼ等しい値を示した。しかし、最大耐力以

図－７　区間平均付着応力（シリーズ２）

降、主筋の付着応力は隅主筋・中間主筋・中央主筋の順

に大きくなり、特に中央主筋においては図－７に示すよ

うに大きくなった。最大耐力以降に中央主筋の付着応力

が大きくなる現象は、シリーズ１と同様であった。

　次にせん断破壊した試験体と付着割裂破壊した試験体

の各主筋における付着応力実験値 eτbuと付着強度計算値

τb u の比較を図－８に示す。付着強度の計算値は、後打

ち部のコンクリート強度を用いて靱性保証型指針式によ

り算定した。計算値はいずれの主筋位置においても概ね

付着応力実験値を安全側に評価しており、図中の●印で

示す付着応力実験値の平均は計算値の約1.25倍となった。

　５．高強度せん断補強筋の有効応力

　シリーズ２においては最大耐力時に高強度せん断補強

筋が降伏に至らなかった（σwy＝1 0 6 3N /mm 2）。そこ

で、せん断破壊型と付着割裂破壊型試験体について、ス

タブの拘束を受ける柱端部を除き、トラス機構に対応す

る柱中央区間に位置するせん断補強筋の応力とコンク

リート強度の関係を図－９に示す。なお、中央区間は柱

図－８　主筋の付着強度（シリーズ２）

図－６　想定される付着割裂線

図－５　柱主筋の付着応力度の時刻歴
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スパンの1 / 2 の計測区間を指す。中子筋の応力が大きい

が、外周筋との平均値は下記のNewRC指針5)に設けたせ

ん断補強筋の有効応力式で評価できる。

　　　　　　　　　　　　　　　  ・・・・・・・・(1)

　ν＝1.7･σB
-0.333　　　　・・・・・・・・・・・(2)

　ここに、ν：コンクリートの有効係数

　　　　　σB：コンクリート強度（N/mm2）

　

　６．最大耐力の実験値と計算値との比較

　最大耐力の実験値と計算値の比較を表－３に示す。曲

げ耐力計算値については、全断面一律に後打ちコンク

リート強度を用いた場合と部位別（外殻部と後打ち部）

にコンクリート強度を考慮した場合を算定し、せん断耐

力計算値については、後打ちコンクリート強度と等価コ

ンクリート強度を用いた場合を算定した。また、図－10

に曲げ耐力計算値で規準化した実験値と計算値の関係

（Ｑmax／fＱmu－idＱsu／fＱmu）を示す。図－10において

は、曲げ耐力にファイバーモデルによる断面解析で求め

た計算値を用い、せん断耐力に靱性保証型耐震設計指針

式で求めた計算値を用いた。なお、これらの計算値は、

いずれも後打ち部のコンクリート強度を用いて算定し

た。さらにシリーズ２のせん断耐力は、NewRC指針によ

るせん断補強筋の有効降伏応力とコンクリートの有効係

数を用いて算定した。

　PCa柱とRC柱の最大耐力の実験値を比較すると、せん

断破壊型の最大耐力では、PCa柱のNo.7の実験値はRC柱

の1.04倍であり、No.13の実験値は0.96倍であった。ま

た、付着割裂破壊型の最大耐力では、外殻PCa柱のNo.3-

1の実験値はRC柱のNo.4の1.12倍であり、No.10および

No.15の実験値は1.04倍、No.19の実験値は1.10倍であっ

図－９　せん断補強筋の平均応力（シリーズ２）

表－３　最大耐力の実験値と計算値の比較

  
eσwy = min σ wy ,125 ν ⋅σ B{ }
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た。せん断破壊型でPCa柱のNo.13の最大耐力はRC柱よ

り若干小さな値となったが、概ねPCa柱の最大耐力はRC

柱を上回る結果となった。

　次に最大耐力実験値と計算値を比較する。曲げ破壊型

試験体では、全断面一律に後打ちコンクリート強度を用

いて算定したファイバーモデルによる断面解析で求めた

曲げ耐力に対し、実験値は1.04～1.49倍上回った。せん

断破壊型では、後打ちコンクリート強度を用いて計算し

た場合、実験値は靱性保証型式の計算値に対し1.05倍～

1.42倍、終局強度型耐震設計指針Ａ法式の計算値の計算

値に対し1.10～1.32倍上回った。一方、コンクリート強

度として、曲げ耐力については部位別に実強度を考慮し

た場合、実験値は断面解析値に対し0 . 9 8～1 . 1 9倍とな

り、せん断耐力については、等価強度を考慮した場合、

実験値は靱性保証型式による計算値に対し1 . 0 3 ～1 . 4 2

倍、Ａ法式による計算値に対し1.08～1.28倍上回った。

　

　７．まとめ

1 ）曲げ破壊型では、部材端部に降伏ヒンジが生じ、全

ての試験体が曲げ破壊した。復元力特性は、最大耐力以

降の急激な耐力低下がなくエネルギ吸収能力に富んだ履

歴曲線となり、外殻PC a柱は十分な変形能力を示した。

また、後打ち部と外殻体との打継ぎ界面において、シア

コッタの支圧破壊およびせん断破壊はみられなかった。

2 ）せん断破壊型および付着割裂破壊型においては、外

図－10　Ｑmax／fＱmu－idＱsu／fＱmuの関係

殻PCa柱、一体打ちRC柱にかかわらず、破壊性状および

柱せん断力－層間変形角関係に大きな違いは認められな

かった。

3）せん断破壊型および付着割裂破壊型の外殻PCa柱の最

大耐力は、同一の後打ちコンクリート強度を有する一体

打ちRC柱の最大耐力を概ね上回った。

4）下スタブと外殻PCaの材端部打ち継ぎ面に滑りは生じ

なかった。

5）外殻PCa柱の曲げ耐力はファイバーモデルによる断面

解析により、せん断耐力については靱性保証型耐震設計

指針式、終局強度型耐震設計指針Ａ法式により、また、

柱主筋の付着割裂強度も同指針付着強度式により、ほぼ

安全側に評価できた。ただし、せん断耐力を算定する場

合の高強度せん断補強筋の降伏強度は、コンクリート強

度に応じて制限する必要がある。
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